







































1）1946 年 8 月 24 日から約１か月、全米教育会議議長ズーク（Zook）を団長に、ヘッ























































4）Programme for International Student Assessmentの略。15歳から 16歳の生徒を対象とし
て、読解力、数学的リテラシー、科学的リテラシーを測る国際調査。2000 年から３





して、ドイツは、2000 年： 22 位、21 位、21 位、2003 年： 21 位、19 位、16 位、
2006年： 17位、20位、13位。































9）Jutta Allendinger/ Stephan Leibfried, Bildungsarmut. Zum Zusammenhang von Sozialpolitik












































































ＥＵ平均 9.2 6.0 3.6
Statistisches Bundesamt Deutschland, Pressemitteilung Nr.333 (2008/9/5) より作成







労働者の子どもたちの大学進学率は、1985 年までは約４ % にすぎなかったが、












11）ホワイトカラーのサラリーマンの子どもたちの大学進学率： 1985 年まで 19 ％、
1990 年 28 ％、 2000 年 26 ％。Michael Vester, Die ständische Regulierung der
Bildungschancen in Deutschland. In: Peter A. Berger/ Heike Kahklert (Hg.): Institutionalisierte
Ungleichheiten, 2.Aufl., Weinheim u. München 2008, S.48.
12）Ebenda, S.39.
13）Böttcher は、1960 年代から 70 年代にかけて, 階級や階層への帰属が個々人の教育の
機会を支配しているとみなす論文が書かれたが、以降は教育の機会均等というテーマ
そのものに関する関心が薄らいだと、指摘している。Wolfgang Böttcher, Soziale
Benachteiligung im Bildunggswesen. Die Reduktion von Ungleichheit als pädagogischer Auftrag.
In: Michael Opielka (Hg.), Bildungsreform als Sozialreform, Wiesbaden 2005, S.61.
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16）2007 年 11 月 28 日に発表された BMBF（連邦教育・研究省）と KMK（州文部大臣























けられている。特に、子どもたちの読解力を分析した Hinz と Groß の分析によ
れば、高学歴の親を持つ子どもたちは、３つの学校類型すべてで、低学歴の親
17）Ebenda, S.4.
18）Nicole Burzan, Soziale Ungleichheit, 3.Aufl., Wiesbaden 2007, S.127.
Jungbauer-Gans, Monika, Kulturelles Kapital und Mathematikleistungen—eine Analyse der PISA
2003—Daten für Deutschland. In : Werner Georg (Hg.), Soziale Ungleichheit im
Bildungssystem, Konstanz 2006, S.175-183.
Rolf Becker, Soziale Ungleichheit von Bildungschancen und Chancengerechtigkeit, In: Rolf
Becker/ Wolfgang Lauterbach (Hg.), Bildung als Privileg, 3. Aufl. Wiesbaden, 2008, S.161-189
など。
19）Monika Jungbauer-Gans, Kulturelles Kapital und Mathematikleistungen—eine Analyse der
PISA 2003—Daten für Deutschland, in: Werner Georg (Hg.), Soziale Ungleichheit im
Bildungssystem, Konstanz 2006, S.176-177.
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り有利な教育環境にあることが判明している。Zinnecker と Stecher の報告によ
ると、８年生（14 歳前後）を対象にした 2003 年秋の調査（ノルトライン・ヴ
ェストファーレン州）では、男子生徒の場合、基幹学校に 35%、実科学校に
38%、ギムナージウムに 27% の割合で在籍しているのに対し、女子生徒の場
合は、基幹学校に 21%、実科学校に 25%、ギムナージウムに 54% の割合で在
20）Thomas Hinz/ Jochen Groß, Schulempfehlung und Leseleistung in Abhängigkeit von
Bildungsherkunft und kulturellem Kapital, in: Werner Georg (Hg.), Soziale Ungleichheit im
Bildungssystem, Konstanz 2006, S.213-216.
21）Rolf Becker, Soziale Ungleichheit von Bildungschancen und Chancengerechtigkeit. In: Rolf
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籍している。アビトゥーア（大学入学資格）を取得できるギムナージウム――
より高学歴の学校――に通う生徒の男女比は、女子が 54% であるのに対して
男子は 27% と、女子は男子のほぼ倍近くに達している 23)。表２に見られるよ
うに、2004 年に各学校タイプの修了者の割合を調査した統計では、女性に比
べて男性のギムナージウム修了者の割合が少ないことが分かる 24)。また、学校






PISA の成績が上位の生徒は、ギムナージウムで約 21 ％、実科学校で約３％、
基幹学校では約３％なのに対し、男子生徒の場合は、ギムナージウムで約９ %、
実科学校で約４％、基幹学校では約５％である。女子生徒の場合、全女子生徒
23）Jürgen Zinnecker/ Ludwig Stecher, Gesellschaftliche Ungleichheit im Spiegel hierarchisch geord-
neter Bildungsgänge. In: Werner Georg (Hg.), Soziale Ungleichheit im Bildungssystem, Konstanz
2006, S.296.
24）Bildung in Deutschland (2006), S.251. なお、合計が 100 ％を越えるのは、一人で実科
学校修了証（正確には中級修了証）を取得した上でアビトゥーアを取得する場合など
があるためである。

















Bildung in Deutschland (2006), S.251 および Bildung in Deutschland (2008), S.233 より作成





一方、生徒の親の社会経済的状況から分類（SES1 から SES4 の４段階）27)す
ると、最も恵まれた社会経済的状況にある家庭（SES4）の場合、80% の女子が
ギムナージウムに進学しているのに対し、男子は 49% にとどまっている。次
の SES3 レベルの家庭の場合、女子では 71 ％がギムナージウムに進学している
のに対し、男子では 38% しかギムナージウムに進学していない 28)。その次の
SES2 レベルの家庭の場合、女子は 47%、男子は 20% がギムナージウムに進学












27）Ebenda, S. 296.  SES（sozioökonomischer Status）とは生徒の家庭を社会的経済的状況に






















資格（アビトゥーア）を取得する生徒が増え、全体では 1991/2 年度の 24.7%
から 2007/8 年度には 28.4% に増加しているのに対し、外国人の場合は 1991/2
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次に、移民の生徒とドイツ人の生徒の学力の格差を見ていくことにしたい。











































Statistisches Bundesamt, Fachserie 11, Reihe 1, 2007/08, S. 251および 2002/03, S.133/148より作成





















33）2007 年 11 月 28 日付 BMBF（連邦教育・研究省）と KMK（州文部大臣常設会議）





35）正確には「移民的背景を持たない生徒たち（Schülerinnen und Schüler ohne
Migrationshintergrund）と表現されているが、分かり難いと判断し、多少不正確ではあ
るがドイツ人と記した。

















38）アウスジィードラー（Aussiedler）とは、第二次世界大戦終戦（1945 年 5 月 8 日）以
前に、現在の国境線以東のドイツ東方領土や東欧諸国に住んでいたドイツ系住民で、
戦後とくに 1950 年代以降（1990 年代初めまで）にドイツに帰還した人々に対する呼
称。




移民的 移民的背景あり 移民的 移民的背景あり
背景なし第一世代第二世代 差 背景なし第一世代第二世代 差
カナダ 537 530 543 +13 534 515 543 +38
オランダ 551 472 492 +20 524 463 475 +12
デンマーク 520 455 449 － 6 497 454 440 －14
ドイツ 525 454 432 －22 517 431 420 －11
アメリカ 490 453 468 +15 503 453 481 +28
フランス 520 448 472 +27 505 426 458 +32
スウェーデン 517 425 483 +58 522 433 502 +69
OECD 平均 523 475 483 +8 514 456 475 +19
Konsortium Bildungsberichterstattung (Hg.), Bildung in Deutschland, Bielefeld, 2006, S.306 より作成
表５移民的背景の有無による学力差
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ルリンでは６年間となっている。また、大学入学資格（アビトゥーア）取得ま
での就学期間は、旧西ドイツで 13 年間であったが、旧東ドイツでは 12 年間で









ハンブルクの 2010/11 年度から実施予定 41)の学校改革の骨子は、(1)初等教
育について、基礎学校の就学期間を４年から６年に延長する、(2)中等教育につ
いては、三分岐制度から二分岐制度へ変更する、(3)大学入学資格（アビトゥー


































ト（Hamburger Abendblatt）』紙が 2008 年 12 月に行ったアンケートでは、53%
が伝統的な三分岐型の学校制度を支持しているのに対し、二分岐型の支持者
は 24% にすぎなかった 44)。
また、二分岐型への移行は別の方向からの批判も受けている。たとえば、ハ
ンブルクの「すべて（の生徒）にひとつの学校を」という市民団体は、二分岐
42）新制度は 2008/9 年度に基礎学校の３年生に在籍している生徒たちが 2010 年に５年
生になる時点からスタートする予定となっている。
43）基幹学校の生徒の教育環境と改革の歴史的経緯に関しては、Heike Solga/ Sandra
Wagner, Die Zurückgelassenen—die soziale Verarmung der Lernumwelt von Hauptschülerinnen
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型でも格差が依然として温存されるとして、完全に単線型の学校制度へ移行す
ることを要求し 45)、活発な署名活動を展開している。
(3) 大学入学資格（アビトゥーア）取得までの就学期間を現行の 13 年間か
ら 12 年間に短縮する案は、ハンブルクのみならず他の州でも検討されてい
る 46)。前述したように、旧東ドイツの州の中には東西ドイツ統一後も 12 年間
を維持している州や、一度は 13 年間に変えたものの最近になって再び 12 年




なっている。ハンブルクでは 2010 年から短縮年限が施行される 47)ことになっ
ているが、『ハンブルガー・アーベントブラット（Hamburger Abendblatt）』紙の










45）Horst Bethde/ Gerrit Große/ Nele Hirsch/ Ulrike Zerhau (Hg.), PISA-Schock: Was sagt DIE
LINKE?, Hamburg 2008, S.100.
46）たとえば、ニーダーザクセン州。
47）このため 2010 年のアビトゥーア試験は 12 年生と 13 年生に並行して実施される予
定。
48）Hamburger Abendblatt, 2008/12/23. 
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ようになってはいた 49)。ハンブルクでは、2002 年に 42 校であった全日制の学
校が 2006 年の時点で 146 校に増えている。ちなみにドイツの中で最も全日制
学校の数が増加した州はノルトライン・ヴェストファーレン州で、2002 年の
637 校から 2006 年には 2921 校へと 5 倍近く増加している。また、2006 年現
在、全日制の学校の割合の多い州としては、ザクセン州 80.7%、ザールラント
州 74.5%、ベルリン州 71.2%、テューリンゲン州 69.3% が挙げられる。一方、
少ない州としては、バーデン・ヴュルテンベルク州 14.7 ％、ニーダーザクセ
ン州 16.2 ％、バイエルン州 20.2 ％がある。ハンブルク州は 36.6 ％で 50)、いわ
ば両者の中間に位置するといえよう。
全日制学校が増加した要因のひとつとしては、前述したように、2010/11 年













49）Sekretariat der Ständigen Konferenz der Kultusminister der Länder in der Bundesrepublik
Deutschland (Hg.), Allgemein bildende Schulen in Ganztagsform in den Ländern in der
Bundesrepublik Deutschland, 2008, S.4.
50）Ebenda, S.7.
51）家庭にあるとする回答が 61% で一番多く、次いで政治に責任があるとする回答は
48%、学校に責任を求める声は 44%であった。Hamburger Abendblatt, 2008/12/1.
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全学校数（職業学校は除く）に占める私立学校の割合は 4.5 ％、2000/01 年で
も、5.6 ％と非常に少なかった 52)。しかし、近年私立学校が徐々に増加してい
る。連邦統計局の発表によれば、2007 年度の私立学校数は 1992 年度に比べて
53 ％増加しており、13 人に１人（7.7 ％）が私立学校に通学している。私立学
校の増加率は特に旧東ドイツ地域で著しく、対 2000 年比で 59.4 ％の増加を示
している 53)。私立学校の内訳は、ドイツ全体で見るとギムナージウムが一番多
く 39.9 ％、次いで実科学校 16.8 ％、基礎学校 11.0 ％、基幹学校を含むその他
の学校 10.4 ％となっている。さらに旧東ドイツ地域と旧西ドイツ地域を分け
てみると、地域による違いが鮮明となってくる。旧西ドイツ地域では、ギムナ
52）Bundesministerium für Bildung und Forschung (Hg.), Grund- und Strukturdaten 2001/2002,
S. 52. 




2★5黒田163-190  09.9.3  5:49 PM  ページ184
ージウム 41.3 ％、実科学校 18.9 ％、基礎学校 7.8 ％、その他 9.4 ％に対し、
旧東ドイツ地域では、ギムナージウム 30.2 ％、実科学校 1.7 ％、基礎学校









ブルクの地方紙の世論調査 56)では、私立学校を支持する人は 39 ％で、公立学
校の支持者 30 ％を僅かではあるが上回っている。政党別では、私立学校を支
持する層は GAL（Grüne Alternative Liste 緑の党／ 90年連合のハンブルク州地方
組織）支持者層に多く（48 ％）、反対に SPD 支持者層の 41 ％は公立学校を支
持している。また別のアンケート 57)でも、「出来ればあなたの子どもを私立学
校へ通わせますか？」という質問に対し、51 ％が私立学校に通わせると答え、
公立学校に通わせると答えた 38 ％を上回っている。政党別では、SPD 支持者
が公立学校を選択する（47 ％）のに対し CDU 支持者層では 52 ％、GAL
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子生徒 96708 人と男子生徒の取得者は女子生徒の取得者の 75 ％にまで落ち込
んでいる。また、ハンブルクの基幹学校７年生（13 歳前後）の 2004 年度の成
績を比較すると、女子生徒の平均点は数学 2.6、ドイツ語 2.7 なのに対し、男
子生徒の平均点はそれぞれ 3.9 と 3.3 であった 61)。さらに、基礎学校生徒の読
58）Frankfurter Rundschau, 2008/11/17.
59）Der Spiegel, Nr.21, 2004/5/17, S.82-95.
60）基礎学校：男子生徒 1.8 ％、女子生徒 1.6 ％、基幹学校：男子生徒 4.6 ％、女子生
徒 3.5 ％、実科学校：男子生徒 6.2 ％、女子生徒 4.6 ％、ギムナージウム：男子生徒
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65）賛成は 22%。Der Spiegel, Nr. 21, 2004/5/17, S.93.
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Bundesministerium für Bildung und Forschung (Hg.), Grund- und Strukturdaten 2001/2002.
Bundesministerium für Bildung und Forschung (Hg.), Grund- und Strukturdaten 2006.
Bundesministerium für Bildung und Forschung, Pressemitteilung 241/2007.
Konsortium Bildungsberichterstattung (Hg.), Bildung in Deutschland, Bielefeld 2006.
Statistisches Bundesamt (Hg.), Bildung in Deutschland, Wiesbaden 2003.
Statistisches Bundesamt, Fachserie 11 Bildung und Kultur, Reihe 1.1 Private Schulen, Schuljahr
2007/08.
Sekretariat der Ständigen Konferenz der Kultusminister der Länder in der Bundesrepublik
Deutschland (Hg.), Allgemein bildende Schulen in Ganztagsform in den Ländern in der
Bundesrepublik Deutschland, 2008. 
（新聞・雑誌）
Der Spiegel, Nr.21, 2004/5/17.
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Seit dem „PISA-Schock“ im Jahr 2000 wird in Deutschland über die
Schulreform heftig diskutiert. In der Diskussion geht es um die
Chancengleichheit der Kinder in Bezug auf ihre Zukunft. Dieses Thema ist aber
keineswegs plötzlich aufgekommen, sondern schon seit Anfang des vorigen
Jahrhunderts aktuell. Bei der Verfassungsentwurfsdebatte in der Weimarer
Republik wurde die mit ihrer sozialen Herkunft verbundene Chancenungleichheit
der Kinder von der SPD sehr stark attackiert, denn die Kinder hatten vorher je
nach sozialer Herkunft an drei verschiedenen Schultypen gelernt. Nach einem
politischen Kompromiss kam es zur Einrichtung der Volksschule, die alle Kinder
aus allen sozialen Schichten wenigstens vier Jahre besuchen sollten. Das tradi-
tionelle dreigliedrige Schulsystem ist selbst nach dem Zweiten Weltkrieg, trotz der
starken Kritik der Besatzungsmächte, besonders der USA, weiterhin bewahrt wor-
den. Gegen die amerikanischen Vorwürfe wurde folgendermaßen argumentiert:
Es gäbe drei Kompetenzen, nämlich eine theoretische Kompetenz, eine praktische
Kompetenz und eine theoretisch-praktische Kompetenz. Das dreigliedrige
Schulsystem sei sehr gut auf diese drei Kompetenzen eingestellt, daher sei eine
Änderung des herkömmlichen Schulsystems nicht notwendig.
Erst durch das Ergebnis der PISA-Studie haben die Nachteile des deutschen
Schulsystems Aufmerksamkeit erregt. Es geht dabei wiederum um die durch die
soziale Herkunft bedingte Ungleichheit. Die soziale Herkunft meint aber heute
nicht wie früher nur die ökonomische Situation, das „ökonomische Kapital“, son-
dern auch das „kulturelle Kapital“ der Eltern. Außerdem haben heute auch der
Migrationshintergrund und das Geschlecht Einfluss auf den Schulerfolg: Kinder
mit Migrationshintergrund haben schlechtere Chancen, Abitur machen prozentu-
al mehr Mädchen als Jungen und haben zudem bessere Leistungen in der Schule. 
191ドイツにおける教育改革をめぐる論議と現状
Die Diskussion über die Schulreform 
– die gegenwärtige Situation 
in Deutschland am Beispiel Hamburgs
Tamiko KURODA
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In diesem Beitrag werden diese Unterschiede von verschiedenen Aspekten aus
statistisch analysiert und am Beispiel der Schulreform in Hamburg dargestellt. 
In Hamburg wird ab 2010 folgende Reform eingeführt werden: 1. Die
Grundschule mit vier Klassen wird zur Primarschule mit sechs Klassen umgestal-
tet. 2. Das dreigliedrige System wird in ein zweigliedriges umgestaltet
(Stadtteilschule und Gymnasium). 3. Bis zum Abitur besuchen die Schülerinnen
und Schüler zwölf Klassen, d.h. die Schulzeit verkürzt sich um ein Jahr. Aus einer
Umfrage in Hamburg kann man ersehen, dass zwar eine Mehrheit für die
Einführung der Primarschule mit sechs Klassen ist, aber nicht bedingungslos für
die Umgestaltung des bestehenden Systems in ein zweigliedriges System. In Bezug
auf die Verkürzung der Lernzeit bis zum Abitur herrscht eher Sorge und Kritik. 
Um die mit dem Herkunfts-Milieu verbundenen Unterschiede oder die
Benachteiligung der Kinder mit Migrationshintergrund auszugleichen, wird
immer mehr versucht, die Aufenthaltszeit in der Schule zu verlängern, nämlich
durch die Einführung der Ganztagsschule. Je länger die Kinder in der Schule sind,
desto weniger kann das Familienmilieu die Kinder beeinflussen. Dieses Konzept
der Schulreform kann zwar positiv bewertet werden, man sollte aber nicht nur die
Effektivität der Lernprozesse oder den Leistungseffekt in Betracht ziehen. Für die
gelungene Durchführung der Schulreform wird nicht nur die Schule an sich, son-
dern auch die gesellschaftliche Umstrukturierung ein wichtiges Kriterium sein.
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